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１　安心できる暮らしを守るまち

備蓄資機材整備事業
災害に備えるため、資機材、食料等を備蓄し、整
備すること。

非常用食料や防災資機材を地区防災拠点及び
避難所等に整備することにより、大規模地震等の
発生時に、市民の生命と生活を守る。

大規模地震等の災害発生に備え、市民に提供する食料や防災資機材の備蓄整備
を行う。また、防災資機材の保守点検等を実施する。 防災危機管理課

防災訓練事業

災害時の迅速かつ的確な防災対策を図るため、
防災訓練を行うこと。

災害発生時に、市民、自主防災組織、職員等が
迅速・的確な防災対策を実施する。

大規模地震をはじめ、災害時に、職員、市民、自主防災組織等が迅速・的確な防
災対策を行えるよう総合防災訓練、地域防災訓練等の各種訓練を実施する。ま
た、防災啓発イベントを開催し、自主防災会の訓練の活性化、防災関係機関との
連携、市民への防災啓発を図る。

防災危機管理課

防災啓発事業
災害に対する市民の意識を高めるため、啓発活
動を行うこと。

市民の防災意識を高揚することにより、台風・地
震・土砂・火山災害の事前対策や災害発生時の
迅速・的確な避難行動がとれるようにする。

防災マップの作成・配付や市ウェブサイトへの防災情報の掲載、防災出前講座、Ｐ
Ｒ室の活用を通して、市民の防災意識の高揚を図る。 防災危機管理課

雨水浸透・貯留施設設置促進事
業

宅地等からの雨水の流出を抑制するとともに、有
効活用するため、雨水浸透施設及び雨水貯留施
設の設置者に対して補助を行うこと。

◇総合的な治水対策の一環として雨水の有効利
用により、雨水流出量を抑制するとともに地下水
のかん養を図るため、雨水浸透施設又は貯留施
設の設置者（居住用住宅の所有者）に対して補助
金を交付すること。

雨水浸透施設・雨水貯留施設設置費補助金制度により、居住用住宅に対し雨水
浸透施設・貯留施設の設置を推進する。また、制度の普及・啓発活動、及びその効
果の検証を行う。 河川課

河川愛護推進事業

河川愛護及び美化意識の高揚を図るため、河川
愛護美化活動に対して支援を行うこと。

◇河川本来の機能や地域の河川環境は地域で
守るという意識の育成及び市民参加の促進。

①河川愛護美化推進月間（７月・８月）推進事業の企画、運営
②河川愛護団体への支援
③春堀、河川清掃活動の実施
　　水路等の浚渫　市と地区住民との連携事業

河川課

水防団活動支援事業
水害時の水防団活動を円滑に行うため、水防団
の装備の充実、団員の訓練、規律の確保等を行
うこと。

◇水防活動が円滑に行えるよう、待遇・組織運
営・訓練・規律・装備、公務災害補償面等から水
防団を支援する。

富士市水防団活動の支援を行う。
また水防団活動の啓発、ＰＲを行い、団員の増強を目指す。 河川課

危機管理体制の強化 災害時協力機関関係強化事業
災害時に応急対策及び復旧対策を円滑に遂行す
るため、関係機関との連携を強化すること。

災害時相互応援協定都市、関係機関等との連携
を強化し、災害時に迅速な連携、対応を図れるよ
うにする。

災害時相互応援協定都市や環富士山火山防災連絡会等関係自治体及び災害時
の応援協定を締結した機関や団体等との連携体制を確立するため、定期的な連
絡会の開催など情報交換を行う。

防災危機管理課

防犯まちづくりの強化 防犯まちづくり事業

犯罪及び薬物乱用のない安全で安心な地域社会
を実現するため、防犯まちづくり活動を推進する
こと。

犯罪及び薬物乱用のない安全で安心な地域社会
をつくるため、市民に対する犯罪発生状況等の情
報提供のみに止まることなく具体的防犯施策の
教示等の機会を設け、市民の防犯意識の高揚を
図ることを目的とする。併せて街から犯罪の発生
を誘発する危険箇所の解消を図っていく。

平成15年度制定の生活安全条例により事業者、市民、行政が一緒に安心安全な
まちづくりの構築のために市の責務である広報・啓発に関する施策を実施する。
・青色回転灯装着車両によるパトロールの実施
・各地区安全会議との連絡会の開催
・町内会設置防犯灯への補助金交付
・防犯講座の開催
心身を蝕む麻薬・覚醒剤・大麻等の薬物による被害防止のための啓発運動を行い
安全で安心して生活できるまちづくりの構築に努める。
・薬物の危険性に関する講演会の開催
・中学生対象の薬物乱用防止パンフレットの配布
・薬物乱用防止啓発ポスター、標語の募集及び展示
・暴力団追放啓発団体への支援

市民安全課

交通安全運動推進事業

交通安全思想の普及を図り、安全かつ円滑に移
動できる交通環境を整備するため、交通安全対
策を講じ、及び交通安全運動を推進すること。

日常の中で埋没しがちな交通安全への意識を市
民に喚起させ､交通事故の削減につなげること。
及び、社会情勢の変化に即応した、市の陸上交
通に関する総合的・計画的な交通安全対策を講
じること。また、計画に応じた事業を展開していく
こと。

交通安全推進団体・警察等により年４回実施している交通安全運動期間を通して、
交通事故防止の街頭啓発を実施し交通事故防止を図っている。交通安全に対する
施策を講ずるにあたっては、人命尊重の理念を基本に国・県の交通安全計画に基
づき、現下の交通情勢の実態に照らし、交通の場において最も弱い立場にある歩
行者や自転車利用者、特に「子どもと高齢者」を交通事故から守るため、市民総ぐ
るみによる交通事故根絶を最重点とした「富士市交通安全計画」の策定を行う。

市民安全課

交通安全教育推進事業

子ども、高齢者等の交通マナーの向上を図るた
め、交通安全教育を行うこと。

自らの命は自らで守る、という心掛けを涵養し、交
通弱者の悲惨な事故を抑止すること。

高齢者の交通事故防止を推進するための施策を実施する。
・高齢者交通事故防止対策推進モデル地区事業として、1年に2地区指定し、自動
車学校を使用した体験型の交通教室や、危険予知トレーニング（ＫＹＴ）を行う。
・運転が不安となった等の65歳以上の高齢者の運転免許自主返納を推進するた
め、運転経歴証明書の発行手数料を助成するとともに、市内の公共交通で利用で
きる回数券を交付する。

市民安全課

交通安全団体支援事業
市民等の交通安全に対する意識を高めるため、
交通安全団体に対して支援を行うこと。

それぞれの立場で、広く市民に対する啓発の輪を
広げるとともに、様々な交通安全教育及び街頭活
動を実施し、交通事故や飲酒運転を防止するこ

・市交通安全指導員の活動・派遣等の事務補助行う。
・飲酒運転の撲滅のため活動している団体や交通安全協会の地区支部の支援を
行う。

市民安全課

市民相談事業
市民の相続、離婚、金銭貸借、親族関係などの
悩みを解消するため、行政及び民事に係る相談
に対応すること。

民事・一般・法律相談等により市民生活の安定と
向上を図る。

市民からの民事・交通事故等さまざまな相談に対応するために相談員を配置し相
談者に解決の道筋について指導・助言を行う。
犯罪被害者等の相談を受け、支援窓口を案内する。

市民安全課

消費者行政推進事業

消費者被害を未然に防止するとともに、消費者市
民社会を形成するため、消費生活に係る啓発活
動及び消費者教育活動に対応すること。

講座・展示・啓発資料等の情報提供により市民の
消費者としての自立と主体性の向上を図る。

消費者自身の責任において、購買しなければならない現代社会に対応していくた
めに、消費者関連法など最新の情報を提供し消費者被害の防止を図る。また第３
次富士市消費者教育推進計画に沿った消費者教育を実施していく。さらに、富士
市消費者運動連絡会と連携し生活展や市民生活講座を開催し消費生活の安定と
向上を図る。悪質商法・振込め詐欺の未然防止のため、悪質電話対策機器の購
入費助成を行う。

市民安全課

消費生活相談事業

事業者と消費者の間で生じた問題等を解決する
ために、消費生活相談を行うこと。

消費者契約等に関する相談により市民の消費生
活の安定と向上を図る。

消費者を取り巻く生活環境は日々変化し、悪質商法などの増加に対応するために
必要な指導・助言を行うことが重要である。このため、消費生活相談員を配置し消
費者からの相談に対応する。消費生活相談員は、高齢者や中学生等を対象とした
消費者啓発講座の講師を積極的に務め、市民の消費に関する意識を高めるととも
に最新の情報を提供する。

市民安全課

生活環境緊急整備事業

市民が日常生活の中で安心して暮らせるように
するため、スズメバチの巣の駆除による生活環境
整備を行うこと。

スズメバチの巣の駆除の要望に対し迅速に対応
することにより、市民の身近な安全と利便の向上
を図る。

スズメバチによる被害を未然に防ぐために、個人の持ち家に営巣した巣の駆除を
行い安全で安心した生活を送ることを支援する。
スズメバチ以外のハチの巣の駆除用の防護服の貸出管理を行う。

市民安全課
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地震対策の強化

交通安全対策の推進

安全・安心な消費生活の確保

豪雨等対策の強化


